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 １．平成２６年度における財政効果額等

 （１）取り組み項目別の財政効果額（普通会計の財政収支見通し算入値に対する効果）

　本市では、平成２２年度から２６年度の５年間を計画期間とした、「鳴門市スーパー改革プラン」

件　数 増収効果額 削減効果額 効果額合計

11 351,767 213         351,980

10 -              97,929 97,929

2 -              -              -              

16 -              -              -              

（５）行政運営機能の強化 7 -              -              -              

（６）定員管理・給与等の適正化と職員の能力向上 10 -              234,282 234,282

（７）市民協働の推進と市民とともに歩む市政の実現 6 -              -              -              

62 351,767 332,424 684,191

※『（４）簡素で効率的な行政運営』の実施による臨時職員等の賃金などの削減額35,135千円が、
　『（６）定員管理・給与等の適正化と職員の能力向上』の効果額に含まれています。

　平成２６年度 取り組み効果目標額　５１３百万円　→　実績額　約６８４百万円

（目標を約１７１百万円上回る）

 （２）財政健全化目標の進捗状況

 （３）平成２６年度 普通会計決算の概況

　経常収支比率については、対前年度比１.２ポイント減の９２.９％、人件費比率については、０.１ポ

イント増の２０.６％となりましたが、依然として高い水準で推移しています。また、実質公債費比率に

ついては、０.１ポイント増の１５.６％となりました。

（２）歳出の削減に向けた取り組み

（３）地方公営企業の経営の改革

（４）簡素で効率的な行政運営

合　　　　　　　　計

　スーパー改革プランに基づいた、平成２６年度における財政効果額等については次のとおりです。

(単位：千円）

 項　　目　　区　　分

（１）歳入の確保に向けた取り組み

を策定し、市の全部門の全体最適を考慮しながら、財政健全化や行政経営の効率化、職員と組織の

能力向上などの課題に総力を挙げて取り組み、経営体としての本市の総合力を高めてきました。

(１) 実質収支黒字の維持

実質収支の黒字を維持する。

(２) 次世代負担の軽減

普通会計地方債残高を約2,500百万円削減

（平成21年度末残高 約22,030百万円）
※ 臨時財政対策債を除く

(３) 基金残高の確保（普通会計）

平成26年度末基金残高約1,700百万円以上

→ 黒字確保（達成）

（平成26年度実質収支額 約653百万円）

→ 約4,526百万円削減（進捗率181％）

（平成26年度末残高 約17,504百万円）

→ 平成26年度末 約3,301百万円

（対前年480百万円減）

（平成26年度末残高目標 1,706百万円）

目 標 進捗状況
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 ２．職員数について

 （１）職員数の実績と現況

 （２）職員数の推移

　正規常勤職員数については、平成２６年４月現在、全会計では対前年比１７人減の６３５人、普

通会計ベースでは１２人減の５５７人となっています。

　また、平成２７年４月現在の正規常勤職員数については、全会計では対前年比１８人減の６１７

人、普通会計ベースでは１３人減の５４４人となっており、臨時職員、嘱託員及び再任用職員につ

いては、全会計では対前年比１４人減の２７１人（臨時職員１７人減の２０１人、嘱託員増減なし

の５３人、再任用職員３人増の１７人）、普通会計ベースでは１１人減の２４１人（臨時職員１３

人減の１９３人、嘱託員１人減の３４人、再任用職員３人増の１４人）となっています。
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普通会計 公営企業等

665 652
617

1,147
1,117

1,031
991

957
934 916

622

884

（目標）

行政改革前期実施計画 普通会計△１７６人
全 体△１９０人

（１０年６月）

集中改革プラン

普通会計△１３９人

全 体△１６２人1,074

841 822
782

754

スーパー改革プランにおける
平成2７年の目標職員数

712

635

（実績）

スーパー改革プラン

普通会計△９９人

全 体△１３７人
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３．具体的取り組み項目（平成２６年度実績）

１ 歳入の確保に向けた取り組み

項目№ 実　　施　　内　　容

事項№ 取り組み事項名

担当 税務課 成果等

担当 税務課 成果等

担当 税務課 成果等

担当 保険課 成果等

担当 関係各課 成果等

384,410千円の減
（累積滞納額 対平成21年度比較）

6,290千円の増収（収納率増加分の効果額）

② ５　各種使用料等の収納率の向上

　市営住宅使用料や保育所・幼稚園保育料、住宅新築資金等
貸付金の収納率向上に向け、文書や電話、訪問による催告を
行うとともに、ケースに応じた納付相談を実施するなど、き
め細やかな対応に努めた。
　また、高額・悪質なケースについては、訴訟による対応を
図った。

○市営住宅使用料収納率
　　全体73.4％（前年度0.9ポイント増、目標 74.6％）
　　現年97.8％、滞繰12.4％

①

○国民健康保険料
　85.1％（前年度 2.5ポイント増、目標 77.0％）
　現年分94.0％　滞繰分23.6％
○介護保険料
　96.2％（前年度 0.3ポイント増、目標 95.2％）
　現年分99.0％　滞繰分11.0％

③
３　超過課税適用と法定外税等の導入の
　　研究

　先進自治体における超過課税の適用状況や法定外税などの
導入状況などについて調査を行った。
　また、平成26年度の税制改正に伴い、超過課税を適用して
いた法人市民税の法人税割について、改正後も制限税率
（12.1％）を適用するとともに、軽自動車税については、県
内市町村の状況等を勘案し、新税率への切り替えに合わせて
標準税率を採用することとした。

１　課税客体の的確な把握と市税徴収率
　　の向上

①

② ２　適切な滞納整理・滞納処分の実施

　滞納者の所在及び財産に関する調査の強化を行うととも
に、各種税務調査の結果、担税力が認められる者に対して完
納を求め、収入未済額の早期回収を図った。また、納付に応
じない者への滞納処分並びに徳島滞納整理機構への移管催
告・徴収権の移管などの対処を行った。

○累積滞納額　652,879千円（目標 740,000千円以下）

　未課税家屋について、航空写真をもとに市内全域の一斉調
査に向けた検討を行い、順次調査を開始した。
　また、電話催告、臨戸徴収の強化、口座振替への促進など
の取り組みを推進するとともに、新規滞納者の抑制に向け、
特に現年の収入未済額の縮減に取り組んだ。

○徴収率
　　全体 92.3％（前年度1.5ポイント増、目標 91.0％）
　　現年 98.5％、滞繰 16.1％
○口座振替加入率
　　31.6％（平成22年度比 2.4ポイント増）

４　国民健康保険料・介護保険料の収納
　　率の向上

　収納嘱託員による臨戸徴収を年間を通じて実施し、収納率
の向上を図るとともに、滞納者に対する納付交渉や接触の機
会を確保し、生活状況や収入状況の把握に努め、滞納者の状
況に即した柔軟な対応を行った。
　なお、長期・高額滞納者については、個別催告書の発送や
職員による訪問、電話催告を実施するなど、滞納処分を視野
に入れた適切な滞納整理に努めた。

294,452千円の増収（徴収率増加分の効果額）

超過課税の見直しを実施

（１）市税収入の確保と徴収率の向上

（２）収納率等の向上と受益者負担の適正化
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事項№ 取り組み事項名

担当 財政課・関係各課 成果等

担当 財政課・秘書広報課・関係各課 成果等

担当 戦略企画課 成果等

担当 総務課・関係各課 成果等

担当 財政課 成果等

担当 税務課・関係各課 成果等

（２）収納率等の向上と受益者負担の適正化

②
１１　市税滞納者に対する行政サービス
　　　制限の拡大

　「市税の滞納がないこと」を要件とする制度や事業につい
て、市公式ウェブサイトを通じて公表することで、自主納税
の促進と税負担の公平性確保に努めた。

行政サービスの制限状況を公表

保育所保育料の基準額及び市立幼稚園保育料を改定
職員駐車場の使用を有料化

（３）多様な財源確保の推進

① １０　債権管理体制の強化
　スーパー改革プラン2020の策定過程を通じて、債権管理
体制の強化に向けた課題や方向性の整理を行った。

債権管理体制の強化に向けた調査・検討

③
６　使用料及び手数料等の定期的な見直
　　しと新たな使用料・手数料の導入

　使用料及び手数料等の定期的な見直しと新たな導入につい
て、オータムレビューや当初予算編成などを通じて検討を
行った結果、保育所保育料の基準額及び市立幼稚園保育料に
ついて改定を行った。
　また、受益者負担の適正化に向け、平成27年1月より職員
駐車場（旧バッティングセンター跡駐車場）の使用を有料化
した。

項目№
実　　施　　内　　容

（４）その他

③ ９　保有財産の有効活用・売却等の推進

①
７　多様な広告媒体の活用等による収入
　　確保

　記念品を7品に充実することで、寄付者の選択肢を増やす
とともに、地場産品のPRを図り、「なるとファン」づくりを
推進した。
　また、引き続き、寄附金の事業化を推進するとともに、市
公式ウェブサイトに実績を掲載することで、寄付者に使途状
況に関する情報提供を行い、さらなるリピーターの確保に努
めた。

　引き続き、行政情報や生活関連広告を放映する液晶モニ
ターを設置し、広告料収入を得るとともに、「市民ガイド」
を民間企業と共同発行することで発行費用の削減を図った。
　また、新たに市民課の窓口用封筒や学校給食だよりに広告
事業を導入するとともに、本庁舎1階に広告付案内表示板を
設置することで歳入の確保、歳出の削減に努めた。

438千円の増収、213千円の削減（普通会計）
窓口用封筒及び学校給食だよりに広告事業を導入
広告付案内表示板を設置

８　わかりやすい寄附金制度の周知・拡充

　土地建物の売却や貸付を推進するとともに、ヤフー株式会
社が運営する官公庁オークションを利用した不用物品等の売
却に努めることで、積極的な歳入確保を図った。

○土地建物に関する主な売却案件
　板東診療所土地・建物 19,669千円
　旧ドイツ館跡地　 　　14,160千円
　　ほか11件　　　　   18,297千円

②

土地建物 売却額　 52,126千円
　　　　 貸付額    14,212千円
不要物品等 売却額　2,523千円

ふるさと納税寄附金額　3,808千円
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２ 歳出の削減に向けた取り組み

事項№ 取り組み事項名

担当 総務課・関係各課 成果等

担当 長寿介護課 成果等

担当 財政課・関係各課 成果等

担当 社会福祉課 成果等

担当 財政課・関係各課 成果等

①

実　　施　　内　　容
項目№

（１）光熱水費の削減

　第3次鳴門市地球温暖化対策実行計画に基づく施策の推進
を図るとともに、節電対策強化月間を設け、照明機器の使用
節減や冷暖房の適正な温度管理など、エコ推進員を通じた積
極的な省エネ・節電対策を推進した。
　また、デマンド監視装置を活用した電力使用量の「見える
化」により、電力使用量の削減を図るとともに、市役所本庁
舎ほか31施設に対する電力供給に入札制度を導入した。

１２　光熱水費の削減

（４）投資的経費の重点化と縮減

第６期高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画を
策定

②
１４　他会計繰出金の抑制（特別会計の
　　　健全化）

　各特別会計において、事務経費の削減などの健全化を推進
し、一般会計からの繰出金の抑制を図った。

　就労阻害要件がない65歳未満の方に対し、就労相談事業へ
の参加を促した結果、33名が参加し、うち9名が就労を開始
した。
　また、生活保護受給世帯の子どもの社会的自立を促し、貧
困連鎖を防止するため、高校進学等支援プログラムに基づ
き、中学3年生の子どもがいる世帯に対する高校進学支援に
努めた。

９名が就労を開始

各特別会計における健全化を推進

１６　投資的経費の重点化と縮減

電気使用量　23.3千kWhの増加（前年度0.1%増）
（ボートレース事業会計除く）

（２）他会計繰出金の抑制（特別会計の健全化）

①

（３）生活保護の適正実施と自立支援の充実

　第一中学校の校舎改築事業について、より有利な財源を活
用するため、積極的に一部事業の前倒しを行った。
　また、市内業者Ｂランク以上が対象となり、競争性が確保
されると見込まれる建設工事において、引き続き制限付一般
競争入札を執行し、競争性を高めることで工事コストの縮減
を図った。

101,000千円の削減
（普通会計の一般財源ベースの効果額）

①
１３　介護予防事業の充実と介護給付の
　　　適正化（介護保険事業特別会計）

　介護予防教室（一次予防）を継続的に実施するとともに、
通所介護事業（二次予防）を積極的に実施することにより、
介護状態に陥るリスクの高い高齢者の身体機能の改善に努め
た。
　介護給付費の適正化に向け、ケアプランチェックや認定調
査票の確認、審査機関との連携による不正受給・請求誤りの
チェックなどを実施した。
　また、平成27～29年度を計画期間として取り組むべき施
策の方向性等を定める「第６期高齢者保健福祉計画及び介護
保険事業計画」を策定した。

①

１５　生活保護の適正実施と自立支援の
　　　充実
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事項№ 取り組み事項名

担当 財政課 成果等

担当 土木課 成果等

担当 関係各課 成果等

担当 人事課 成果等

担当 人事課 成果等

②

20,998千円の削減（普通会計）

（７）給与等の臨時的減額措置

①
１７　補助金、負担金の整理合理化等
　　　その他の経費の縮減

13,347千円の補助金増加
（普通会計の一般財源ベースでの対平成22年度比
較）

１９　公共建築物ストックマネジメント
　　　の推進

（６）公共施設の長寿命化等の推進

①

　文明橋及び大正橋の耐震工事が完了するとともに、同じく
主要避難路に架かるうずしお橋の耐震設計に着手した。
　また、「鳴門市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、文明橋
の修繕工事を実施し、また、市内に架かる15ｍ以上の橋梁の
定期点検を行った。

○対象地区避難路確保人口率
　　82.2％（前年度6.0ポイント増）

　本市の財政状況を鑑み、管理職の給料月額や管理職手当の
減額率について再検討を行った結果、給料月額について、引
き続き、部長級3％、課長級2％。副課長級1％の減額措置を
実施した。
　また、管理職手当の減額措置については、減額率を30％か
ら10％に引下げ実施した。

②

（５）その他の経費の縮減

文明橋及び大正橋の耐震工事完了
文明橋の長寿命化修繕工事完了

項目№
実　　施　　内　　容

① ２０　特別職の給与の減額

　特別職報酬等審議会の答申に基づき、平成26年4月より、
特別職の給料月額及び期末手当に係る減額率について、市長
25％から10％、副市長15％から7％、教育長・企業局長
10％から4％に見直しを行い、減額措置を実施した。
　また、退職手当に係る減額措置については、同答申に基づ
き、平成26年4月より廃止した。

　「鳴門市補助金等見直しの手引き」や予算編成過程を通じ
て、補助金等の意義・目的などを再確認し、目的が達成され
ていないものについては、適切に見直しを図ったが、経費の
縮減にはつながらなかった。

１８　橋梁の耐震化・長寿命化の推進

　安全で優良な教育環境の確保に向け、第一中学校の改築工
事に着手するとともに、小中学校の校舎の非構造部材点検、
吊天井を有する体育館の非構造部材補強工事等を実施した。
　また、「公共施設等総合管理計画」の策定に向け、公有財
産台帳の現状把握等に努めた。

○学校施設の耐震化率
　　　90.1％（前年度6.8ポイント増）

第一中学校の第1期改築工事に着手
公共施設等総合管理計画の策定作業に着手

2,750千円の削減（普通会計）

２１　管理職の給料及び管理職手当の減額
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３ 地方公営企業の経営の改革

事項№ 取り組み事項名

担当 ボートレース事業課 成果等

担当 水道企画課 成果等

（１）競艇事業会計の経営健全化

①
２２　ボートレース鳴門経営改革
　　　アクションプランの策定・推進

　エディウィン鳴門において、増床を行い有料指定席を設置
するとともに、併売場数の拡大（4場→5場）や各種ファン
サービスイベントを実施することなどにより、好調な売上に
つなげた。
　また、ボートレース宮島及び丸亀の協力を得て、本場レー
スの代替開催を行い、ファン離れの防止と売上確保に努め
た。
　旧施設の解体を完了するとともに、新スタンドの実施計
画・実施設計を策定し、建設工事に着手した。

項目№
実　　施　　内　　容

（２）水道事業会計の経営健全化

単年度収支黒字を確保
純利益228,921千円

①
２３　水道事業中期経営計画の見直しと
　　　推進

　水道事業ビジョン等の素案策定作業を進めるとともに、浄
水場の更新に向け、現況把握や浄水方法・位置比較検討など
を内容とする事前調査を実施し、更新の基本的方針につい
て、浄水場更新事業専門研究会において専門的な見地から検
討を行った。
　また、老朽管の布設替えや基幹管路の耐震化、平草配水池
の築造工事などを継続的に実施した。

浄水場更新事業専門研究会を設置・開催
純利益141,515千円
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４ 簡素で効率的な行政運営

事項№ 取り組み事項名

担当 関係各課 成果等

担当 戦略企画課 成果等

担当 財政課・関係各課 成果等

担当 財政課 成果等

担当 クリーンセンター廃棄物対策課 成果等

担当 クリーンセンター管理課 成果等 民間活力導入に向けた検討を実施

④
３３　ごみ処理体制の効率化と民間委託の
　　　検討

　ごみ処理体制のさらなる効率化に向け、3名乗車から2名乗
車に切り替えた場合の問題点を検証することとし、市内2地
区において2名乗車によるごみ収集の試行を行った。

市内2地区においてごみ収集車の2人乗車を試行

予算編成過程などを通じ委託料を削減
臨時職員等管理システムを導入

②
３１　指定管理者制度の活用と適正な管理
　　　の確保

　指定管理者制度運用ガイドラインなどに基づき、適正な指
定管理者制度の運用に努めるとともに、議会等からの指摘を
受け、指定管理者制度のあり方について見直しを行った。
　また、平成26年度で指定管理期間が終了する8施設につい
て、新たな指定管理者を募集・決定した。

指定管理者制度の適正な運用に努めた
8施設の指定管理者を新たに選定

⑤ ３４　火葬場の管理運営方法の検討
　火葬場施設に対する指定管理者制度をはじめとする民間活
力導入の方法や、その導入時期、財政効果などについて検討
を行った。

② ２７　行政評価制度の充実
　内部評価を実施するとともに、新たに「大学生による事業
評価」を取り入れ、大学生の目線による適正な事業評価を実
施し、評価結果の事業への積極的な反映に努めた。

130事務事業を評価
「大学生による事業評価」を実施

（２）アウトソーシングの推進等による効率化

①
３０　外部委託の推進と業務委託の
　　　見直し等

　各事務事業の進捗管理や予算編成過程などを通じて、外部
委託の検討・推進や仕様の見直しなどによる委託料の削減に
努めた。
　また、各所属に対し長期継続契約の導入を促した結果、機
器等の借入れやソフトウェアの保守、施設清掃業務などにお
いて長期継続契約の件数が増加した。
　さらに、事務の煩雑化が課題となっていた臨時的任用職員
の賃金算定などの事務に対し、「臨時職員等管理システム」
を導入し効率化を図った。

実　　施　　内　　容

（１）事務事業の見直し

① ２６　事務事業の抜本的な見直し

　内部及び外部の視点から行政評価を実施し、評価結果の積
極的な反映を図るとともに、予算編成過程や組織機構の見直
しなどを通じて、各所属の事務事業の見直しや整理に努め
た。

継続的な事務事業の見直し

項目№
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事項№ 取り組み事項名

担当 教育総務課 成果等

担当 図書館 成果等

担当 市民課 成果等

担当 農林水産課 成果等

担当 関係各課 成果等

担当 人事課 成果等

老人福祉センターの耐震改修設計に着手

（４）組織・機構の簡素合理化

① ４１　簡素で機能的な組織・機構づくり

　重要施策に関する企画、調整機能を強化し政策の迅速な実
現を図るため、事務分掌の見直しを行い、企画課を「戦略企
画課」に改称するとともに、健康福祉部内の企画立案や総合
調整を推進する組織として健康政策課を設置した。
　また、各種施策・事業の積極的な推進を図るため、健康づ
くり室や水産振興室、「第九」ブランド化推進室といった課
内室を設置した。

7部1企業局39課体制（22年度から1課増）

② ３８　公設地方卸売市場のあり方について

　一般消費者等に親しまれる活力ある市場運営を目指し、市
場関係者との連携を図りながら、市場まつりなどのイベント
を開催するとともに、一般消費者が競り等の空き時間に市場
を利用しやすい状況を検証するため、夕市への取り組みを進
めた。

市場まつり・夕市の開催

③ ３９　公共施設の管理のあり方の検証

　指定管理者制度を導入している公共施設について、「指定
管理者制度モニタリングガイドライン」に基づき、随時、利
用状況などの報告を求めるとともに、モニタリングを実施
し、適正で効率的な管理運営について確認した。
　また、老人福祉センターの耐震改修設計に着手するなど、
適切な施設管理に努めた。

開館時間の延長を試行
図書館業務の委託範囲を拡大

（３）出先機関・公共施設・外郭団体の見直し

① ３７　連絡所のあり方について

　これまでに実施した連絡所の時間別来所者数や年代別相談
者数に関する調査結果をもとに、開設時間の短縮や証明書交
付事務の委託など、連絡所の抜本的な見直しについて検討を
行った。
　また、転入者に対する案内チラシの配布や市公式ウェブサ
イトへの掲載などにより、連絡所の業務内容について周知を
図った。

連絡所の抜本的な見直しを検討

（２）アウトソーシングの推進等による効率化

⑥ ３５　学校給食のあり方について

　新学校給食センター建築に係る基本設計の内容について、
保護者及び周辺住民を対象とした説明会を開催するととも
に、提案のあった意見や質疑などを踏まえ、実施設計を策定
した。

新学校給食センター建築に係る実施設計を策定

⑦ ３６　図書館の管理運営方法の検討

　図書館運営のさらなる円滑化及びサービスの向上を図るた
め、平成26年10月より、開館時間の延長を試行的に実施す
るとともに、NPO法人「ふくろうの森」への図書館業務の委
託範囲を拡大した。

項目№
実　　施　　内　　容
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事項№ 取り組み事項名

担当 情報化推進室・人事課・関係各課 成果等

担当 まちづくり課 成果等

担当 子どもいきいき課 成果等

担当 学校教育課 成果等

子ども・子育て支援事業計画を策定

④
４５　鳴門の学校づくり計画の推進に
　　　ついて

　北灘・瀬戸両地区の小学校・幼稚園の再編統合に向け、両
地区の子どもたちが円滑に学校（園）へ通えるよう、連携事
業や交流事業などを実施するとともに、平成26年度末をもっ
て、北灘地区の小学校・幼稚園を休校（園）とした。
　また、瀬戸地区における幼稚園・小学校の再編に向け、保
護者との意見交換会を開催するとともに、平成27年度に複式
学級が編成される見込みの鳴門東小学校においても、教育懇
談会を開催し、保護者に対して学校づくり計画の説明を行う
とともに、意見交換を行った。

北灘地区の小学校・幼稚園を休校（園）
学校再編に向けた意見交換会等を開催

② ４３　市営住宅のあり方について

　公営住宅長寿命化計画に基づき、矢倉団地Ｅ棟の外部改修
をはじめ、老朽化の進む市営住宅の建物・設備（下水道への
接続・合併処理浄化槽への転換）の計画的な更新に努めた。
　また、維持管理住宅への住み替え勧奨を継続的に実施する
とともに、すべての入居者が退去した住宅の取り壊しを進め
た。

市営住宅7棟22戸を解体撤去

③ ４４　保育所のあり方について

　本市で育つ子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会
全体で支援する環境を整備することを目的に、「子ども・子
育て支援事業計画」を策定した。
　また、林崎保育所の耐震診断を実施するなど、公立保育所
の計画的な維持補修に努めるとともに、「公立保育所のあり
方検討」に関する庁内会議を開催し、今後の公立保育所に求
められる役割等について検討を行った。

実　　施　　内　　容

（５）その他

① ４２　情報化を活用した業務効率化の推進

　平成26年7月に汎用機を撤去し、これにより住基・税等基
幹業務システムのダウンサイジングがすべて完了した。これ
に伴い、各業務システム間の連携やサーバの一元管理等によ
るリスク軽減など、これまで以上に全庁的な視点でのICT戦
略が求められるため、情報化投資の一元管理体制の徹底を
図った。
　また、社会保障・税番号制度の導入に向けた対応として、
関連システムの改修や統合宛名システムの構築をスタートさ
せた。

住基・税等基幹業務システムのダウンサイジングが
完了

項目№
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５ 行政運営機能の強化

事項№ 取り組み事項名

担当 戦略企画課 成果等

担当 秘書広報課・戦略企画課 成果等

担当 総務課 成果等

担当 財政課 成果等

担当 契約検査室 成果等

担当 戦略企画課・関係各課 成果等
意向調査の実施
DV被害者支援の広域化に向けた働きかけを実施

① ５２　広域行政や共同処理の調査・研究

　近隣自治体や共通の行政課題を持った関係自治体との広域
連携の現状や可能性について意向調査を実施した結果、DV
被害者支援に関する広域化の要望があったため、徳島県市長
会などで議題として取り扱うなど、広域化に向けた働きかけ
を行った。

４９　情報公開制度の充実と適正な文書
　　　法令事務の推進

　情報公開１０１件、個人情報17件の開示請求に対して開示
等を行うとともに、情報公開に係る5件の異議申立てについ
て、市情報公開・個人情報保護審査会へ諮問した。
　また、個人番号を取り扱う事務の一部について、法令で義
務付けられる「特定個人情報保護評価」を実施するととも
に、ファイリングシステムのさらなる適正な維持管理を目指
し、文書の引継ぎや書庫の整備などに取り組んだ。

５１　入札制度の改善

　引き続き、電子入札や物品等応募型指名競争入札を実施す
るとともに、建設工事などにおける制限付一般競争入札につ
いても実施・検証を継続した。
　また、入札不調対策や、市内事業者の受注機会拡大に向
け、配置技術者などのさらなる緩和を行うとともに、指名競
争入札における入札参加者が1者となった場合について、指
名審査委員会で了承された案件に限り「有効」と取り扱うこ
ととした。

入札不調対策を拡大

政策会議を新たに設置

情報公開・個人情報保護制度の適正な運用

② ５０　わかりやすい財政情報の提供

（３）広域行政の推進・地方分権への対応

　引き続き、予算編成過程を可能なかぎりタイムリーに公開
するとともに、より分かりやすい情報提供に努めた。

予算編成過程の適時公開

③

（２）公正の確保と透明性の向上

①

（１）施策・業務遂行能力の向上

① ４７　新総合計画の策定と推進

　さまざまな機会を通じて、第6次鳴門市総合計画の周知に
努めるとともに、実施計画の策定や実績取りまとめ、行政評
価の実施により各事務事業の進捗管理を行った。
　また、平成29年度を初年度とする後期基本計画の策定に向
けて、検討を行った。

平成27～29年度実施計画を策定
各事務事業の進捗管理を実施

② ４８　マネジメント機能の強化

　組織横断的な重要施策などの基本方針や具体的な方向性の
意志決定を迅速かつ戦略的に行うため、新たに政策会議を設
置するとともに、駅前再開発や鳴門市版総合戦略、イメージ
アップ戦略などをテーマとした討議を行った。
　また、部長会議において、各部局の主要課題に関する意見
交換や情報共有、連絡調整を図るとともに、部長実行宣言を
活用した組織目標の明確化、組織運営マネジメント力や認識
共有の向上などに努めた。

項目№
実　　施　　内　　容
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事項№ 取り組み事項名

担当 消防総務課 成果等

項目№
実　　施　　内　　容

（３）広域行政の推進・地方分権への対応

消防運営体制のあり方を研究

② ５３　消防運営体制のあり方の検討
　国や県、県内各消防の状況を注視しながら、広域化を含め
た消防運営体制のあり方について研究を進めた。
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６ 定員管理と給与等の適正化と職員の能力向上

事項№ 取り組み事項名

担当 人事課 成果等

担当 人事課 成果等

担当 人事課 成果等

担当 人事課 成果等

担当 人事課 成果等

担当 人事課 成果等

功績表彰の試行を継続

③ ５９　時間外勤務の縮減

　各所属の時間外勤務の状況を見ながら、適宜意識啓発など
を実施するとともに、年次有給休暇の取得促進や勤務時間の
割り振り変更、ノー残業デーの徹底に努めたが、一人当たり
の時間外勤務時間数が増加した。

26,681千円の増額
（普通会計での対平成25年度比較）

（２）給与制度等の適正化

① ５７　特殊勤務手当の見直し

　これまでに見直しを行っていない特殊勤務手当について、
他団体の状況を鑑み、引き続き、支給対象や支給基準などの
見直しを検討するとともに、競艇事業における｢競艇事業従事
手当｣の廃止を行った。

競艇事業従事手当の廃止

② ５８　勤務実績の給与への反映
　人事考課制度の透明性や信頼性を確保するため、考課結果
の開示を引き続き実施するとともに、勤務実績を計る新たな
指標として導入している、功績表彰の試行を継続した。

254,799千円の削減
（職員数削減分の普通会計効果額）

③
５６　人員配置の弾力化と採用試験制度の
　　　見直し

　建築分野や福祉分野で専門的な知識を有する人材を確保す
るため、上級建築技術士や保健師の採用を行った。また、や
る気・行動力・創造性にあふれた人材の確保に向け、新たに
チャレンジ枠を設け、採用を行った。
　上級行政職試験については、協調性やリーダシップ、バラ
ンス感覚等を把握すべく、平成22年度から引き続き集団討論
を実施した。

採用試験制度の見直し

②
５５　臨時・嘱託・再任用職員等の活用と
　　　総数の抑制

　正規職員数の削減を図る中、業務運営を適切に維持してい
くため、必要最小限の臨時職員や嘱託員、再任用職員を配置
した。

○平成26年度臨時職員等（普通会計）
　　臨 時 職 員 206人（前年度 9人増）
　　嘱　託　員   35人（前年度 4人減）
　　再任用職員   11人（前年度 3人増）

34,913千円の増額
（臨時職員等の総数変動に係る普通会計効果額
（対平成22年度比較））

項目№
実　　施　　内　　容

（１）定員管理の適正化と人材の確保

① ５４　職員数の削減

　採用計画に基づく適切な採用人数を決定し、臨時職員や嘱
託員、再任用職員などを活用しながら、計画的な職員数の削
減を図った。

○ 平成26年度職員数
　　 　全　　体　 635人（前年度17人減、目標 642人）
　　 うち普通会計 557人（前年度12人増）
　 　うち公営企業   78人（前年度　5人減）
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事項№ 取り組み事項名

担当 人事課・関係各課 成果等

担当 人事課・関係各課 成果等

担当 人事課 成果等

担当 人事課 成果等

③
６３　専門性を備えた職員の養成と基礎的
　　　な職務能力の向上

　第3次鳴門市『人財』育成基本方針に基づく研修計画を策
定し、市独自の研修や県自治研修センターが実施する研修を
活用するとともに、自治大学校や市町村アカデミーなどへの
職員派遣を行った。
　また、女性職員のさらなる育成を図るため、県内中小企業
の代表者などで組織する団体（中小企業家同友会）の女性部
会と本市女性職員との合同研修会を実施した。

第3次鳴門市『人財』育成基本方針に基づく研修の
実施

① ６２　人を育てる人事制度の推進

　人事考課制度の公平・公正性、客観性を高めるため、新任
係長などを対象とした人事考課者研修などを実施するととも
に、人事考課結果の試行的に開示を引き続き実施した。
　また、女性職員個人の能力や適正などを適切に判断し、管
理職への積極的な登用に努めた。

○女性職員の管理職数　45人（前年度増減なし）

人事考課結果の試行的な開示
女性職員の管理職への登用

③ ６１　特別職報酬等の見直し
　平成24年度に実施した退職手当の支給率見直しに従い、平
成27年3月に任期満了を迎えた企業局長について、新たな支
給率での退職手当の支給を行った。

特別職報酬等の減額実施

（３）人事制度の改善と職員能力の向上

他団体の状況調査を実施

（２）給与制度等の適正化

①
６０　行政委員報酬の日額化と報酬額等の
　　　適正化について

　継続的に各種行政委員の業務内容や業務量などの実態把握
や他団体の状況などを調査し、日額化などを含めた報酬のあ
り方について検討を行い、適正化に向けた取り組みを進め
た。

項目№
実　　施　　内　　容
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７ 市民協働の推進と市民とともに歩む市政の実現

事項№ 取り組み事項名

担当 市民協働推進課 成果等

担当 市民協働推進課・関係各課 成果等

担当 市民協働推進課・関係各課 成果等

担当 秘書広報課 成果等

担当 総務課・人権推進課・関係各課 成果等

担当 人権推進課・関係各課 成果等

審議会等の適切な設置・運営を推進

③ ６９　男女共同参画の推進

　男女が対等なパートナーとして助け合い、支え合い、幸せ
を分かち合うまちづくりの実現を目指した基本的事項を定め
る「鳴門市男女共同参画推進条例」を策定し、平成27年3月
24日に公布した。
　また、同条例の周知に向け、公募によるワークショップメ
ンバーと協働し、パンフレット（素案）を作成した。

鳴門市男女共同参画推進条例を公布

①
６７　広報・広聴活動の充実と市民提案
　　　制度の拡充

　広報なるとにおいて、レイアウト変更やカラーユニバーサ
ルデザインへの配慮など、読みやすい紙面作りに努めるとと
もに、ダイジェスト版（A4サイズ）を作成するなど、より
多くの方の目に触れるような工夫を行った。
　また、テレビ広報の番組のYoutube配信や、元気アップ
トークの学生版「スクールミーティング」の開催、無料法務
相談の拡充による「電話無料法務相談」の隔月開催など、広
報・広聴活動のさらなる充実に努めた。

広報・広聴活動のさらなる充実

② ６８　各種審議会等の活性化

　「鳴門市における附属機関等の設置及び運営に関するマ
ニュアル」に基づき、引き続き、審議会等の適切な設置及び
運営に努めた。
　また、男女共同参画の推進に向けた啓発や、女性人材バン
クなどを活用した、積極的な女性委員の登用に努めた。

○審議会等における女性委員の登用率
　　26.4％（前年度0.1ポイント増）

WeLoveなるとまちづくり活動応援補助金の交付

③ ６６　協働の担い手の育成・支援

　地域づくり事業活性化補助金を活用し、各地区自治振興会
による地域づくり活動の支援を図るとともに、地域の現状や
課題の把握に努めるなど、地区自治振興会との連携強化を
図った。また、NPO法人を対象とした座談会を開催し、市民
活動の現状や課題の把握に努めた。
　飛び込み型出前市長室を開催し、地区自治振興会とボラン
ティア団体との交流を図るとともに、コミュニティ活動の担
い手発掘に努めた。

飛び込み型出前市長室の開催

（２）市民とともに歩む市政の実現

（１）市民協働の推進と新しい公共の創出

①
６４　自治基本条例の制定と協働のあり方
　　　のルールづくり

　自治基本条例及び協働事例の周知に向け、市公式ウェブサ
イト内の専用コーナー及びフェイスブックを活用し、まちづ
くりに関する情報の集約及び情報発信に努めた。
　また、まちづくりの担い手となる子ども達の、条例に対す
る理解とまちづくりへの参加意識の向上を図るため、子ども
向けの条例パンフレットを市内小学校に配布した。
　さらに、市民との協働を全庁的に推進するため、職場内研
修を実施し、自治基本条例及び協働のまちづくりに対する職
員の理解促進と、行動の実践を図った。

まちづくりに関する情報を集約・情報発信
子ども向け条例パンフレットを市内小学校へ配布

②
６５　市民との協働事業やボランティア
　　　活動の推進

　市民との協働の推進に向け、主体的にまちづくり活動に取
り組む団体の活動促進や経済的自立を図るため、「WeLove
なるとまちづくり活動応援補助金」を7団体に交付した。
　また、自主防災会や文化ボランティア団体、不法投棄監視
パトロール隊、観光ボランティアガイドの育成や活動支援に
努めるとともに、ボランティア団体との協働による道路清掃
や公園・街路樹などの管理の取り組みを推進した。

項目№
実　　施　　内　　容
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４ 簡素で効率的な行政運営

事項№ 取り組み事項名

担当 戦略企画課

担当 総務課・秘書広報課

担当 学校教育課

平成２３年度に取り組みが完了した項目

　副市長車専任運転業務を廃止し、秘書担当職員による副市
長車運転業務を実施。

　市民参加の事業仕分けを行政評価制度の外部評価として位
置付け、｢27 行政評価制度の充実｣へ統合。

　平成23年度末をもって、鳴門市立鳴門工業高等学校を閉
校。

⑤
４６　市立鳴門工業高等学校の再編につ
　　　いて

（１）事務事業の見直し

③ ２８　市民参加の事業仕分けの実施

（５）その他

④ ２９　公用自動車専任運転業務の見直し

項目№
成　果　等
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３ 地方公営企業の経営の改革

事項№ 取り組み事項名

担当 戦略企画課

担当 戦略企画課

４ 簡素で効率的な行政運営

事項№ 取り組み事項名

担当 文化交流推進課

担当 財政課・商工政策課

　平成24年度末をもって、財団法人鳴門地域地場産業振興セ
ンターを解散。

（３）出先機関・公共施設・外郭団体の見直し

項目№
成　果　等

（２）アウトソーシングの推進等による効率化

③ ３２　文化会館の管理運営方法の検討 　平成24年度より文化会館の管理運営業務に指定管理者制度
を導入し、より利用者ニーズに沿った施設の管理運営を図っ
た。

① ２４　運輸事業会計の廃止 　運輸事業整理年次計画に基づき、市営バス事業の計画的な
事業整理に取り組み、平成24年度末をもって同事業を廃止。

② ２５　バス路線の再編について 　平成24年度末で廃止となった市営バスの路線について、地
域バス・民間バスを含めた路線再編を行い、地域の実情に応
じた公共交通体系の構築を図った。

平成２４年度に取り組みが完了した項目

項目№
成　果　等

（１）事務事業の見直し

④
４０　地場産業振興センターのあり方に
　　　ついて
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 ４．５カ年（平成２２～２６年度）の成果

 （１）取り組み項目別の財政効果額（普通会計の財政収支見通し算入値に対する効果）

(単位：千円）

※『（４）簡素で効率的な行政運営』の実施による臨時職員等の賃金などの削減額125,688千円が、
　『（６）定員管理・給与等の適正化と職員の能力向上』の効果額に含まれています。

◇ 平成２２～２６年度累計取り組み効果目標額　１,５３１百万円　

   →　平成２２～２６年度実績額　約２,４１８百万円（目標を約８８７百万円上回る）

　スーパー改革プラン（平成２２年度～２６年度）では、７つの基本目標に６９の具体的取り組

み項目を掲げ、全庁を挙げた着実な推進を図ってきました。

　計画策定当時に試算した中期財政収支見通しでは、平成２６年度までの５ヵ年で約４０億円も

の累積収支不足額が発生し、当時の基金残高のすべてを財源補てんに活用したとしても約７億円

の累積赤字が発生する見通しとなっていました。

　こうした試算結果を受け、財政健全化に向けた行財政改革をさらに推進することとし、普通会

計における５ヵ年累計の財政効果見込額を 約１５億３千万円と算定していましたが、市税徴収率

の向上などの収入確保策や職員数の大幅な削減による人件費の削減などにより、目標をはるかに

上回る効果額を確保することができました。

　増収効果では、「市税徴収率の向上」として、市税徴収率を平成２１年度の８８.８０％から平

成２６年度には９２.２５％に向上したことにより、約８億３千万円の効果額をあげたほか、「保

有財産の売却等」で約１億２千万円の効果額をあげました。

　削減効果では、「職員数の削減」として、普通会計における職員数を平成２２年４月の６４３

人から平成２７年４月の５４４人まで、９９人削減したことにより、約６億７千万円の効果額を

上げたほか、「投資的経費の重点化と縮減」により約４億６千万円、「補助金等の整理合理化」

などにより約４千万円の効果額をあげました。

合 計 69 1,019,131  1,398,784  2,417,915  

（６）定員管理・給与等の適正化と職員の能力向上 10 －   664,792  664,792  

733,433  733,433  

（７）市民協働の推進と市民とともに歩む市政の実現 6 －   －   －   

（４）簡素で効率的な行政運営 －   －   

項 目 区 分 件　数 増収効果額 削減効果額 効果額合計

（５）行政運営機能の強化 7 －   －   －   

（３）地方公営企業の経営の改革 4 －   

21 －   

（１）歳入の確保に向けた取り組み 11 1,019,131  559  1,019,690  

－   －   

（２）歳出の削減に向けた取り組み 10 －   
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 （２）各取り組みによる年度別効果額の推移

　①年度別増収効果額

　②年度別削減効果額

 （３）職員数の状況

○全会計での職員数

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

　全会計における職員数は、平成２２年４月の７５４人から平成２７年４月の６１７人へと１３

７人の削減を行い、目標であった６２２人を５人上回り、削減率は１８.２％となりました。

　職員１人当たりの人口は９７.７人となり、目標としていた１００人以上は達成できませんでし

たが、平成２２年４月時点の８３.０人から大幅に上昇しました。

617

減数 42 47 13 17 18

754 712 665 652 635

（各年４月１日現在）

２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年

- 

合　　　　　　　計 91,416 295,390 503,710 175,844 332,424 1,398,784

（７）市民協働の推進と市民とともに歩む市政の実現 - - - - - 

- 

（６）定員管理・給与等の適正化と職員の能力向上 - 87,794 183,859 158,857

（３）地方公営企業の経営の改革 - 

234,282 664,792

（５）行政運営機能の強化 - - - - - 

319,678 16,987

- 

（４）簡素で効率的な行政運営 - - - - - - 

(単位：千円）

- - - - 

559

平成24年度 平成25年度 平成26年度

207,596 97,929 733,433

（１）歳入の確保に向けた取り組み 173 - 173 - 213

（２）歳出の削減に向けた取り組み 91,243

合計平成22年度 平成23年度

- 

1,019,131合　　　　　　　計 68,449 221,317 190,506 187,092 351,767

- 

（５）行政運営機能の強化 - 

（７）市民協働の推進と市民とともに歩む市政の実現 - - - - - 

（６）定員管理・給与等の適正化と職員の能力向上 - - - - - 

（４）簡素で効率的な行政運営 - - - - 

- 

- 

- - - - 

- 

- 

（１）歳入の確保に向けた取り組み 68,449

- - 

（３）地方公営企業の経営の改革 - - - - 

（２）歳出の削減に向けた取り組み - - - - - 

221,317 190,506 187,092 351,767

(単位：千円）

合計

1,019,131

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
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○普通会計での職員数

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

○公営企業等部門会計での職員数

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

 （４）地方債残高の状況（臨時財政対策債を除く）

 （５）基金残高の状況

3,357百万円

1,299百万円 1,803百万円 1,595百万円

　スーパー改革プラン（平成２２年度～２６年度）では、計画策定当時の財政状況や中期財政収

支見通しの結果を踏まえ、財政再生団体（現在の財政健全化団体）に陥らない持続可能で自立し

た健全な財政運営を構築するため、財政健全化収支計画として、実質収支黒字の維持や次世代負

担の軽減、基金残高の確保を目標に掲げ、財政健全化に取り組んできました。

　これらの取り組みをより有効なものとするため、各担当における業務課題についてオータムレ

ビューを実施し、翌年度当初予算編成に反映させたほか、情報開示の取り組みとして、バランス

シートや行政コスト計算書などの財務諸表を作成・公表しました。

　こうした取り組みの結果、平成２６年度末には計画を約２０億円上回る地方債残高の削減と、

計画を約１６億円上回る基金残高の確保ができました。

差 427百万円 298百万円

基金残高 3,784百万円 3,555百万円 3,730百万円 3,781百万円 3,301百万円

平成25年度末 平成26年度末

3,257百万円 2,431百万円 1,978百万円 1,706百万円

　公営企業等会計ベースでの職員数は１１１人から７３人へと３８人の削減を行い、目標として

いた９３人を２０人上回る削減となりました。

年　　度 平成22年度末 平成23年度末 平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末

減数 11 1        16 5 5

計画残高 平成21年度末残高 約22,030百万円 を 約2,500百万円 削減

２７年

111 100 99 83 78 73

　普通会計ベースでの職員数は６４３人から５４４人へと９９人の削減を行いましたが、各種政

策課題への対応などにより、目標としていた５２９人には至りませんでした。

（各年４月１日現在）

２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年

減数 31 46 -3 12 13

643 612 566 569 557 544

２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年

（各年４月１日現在）

計画残高

年　　度 平成22年度末 平成23年度末 平成24年度末

地方債残高 21,315百万円 20,141百万円 19,411百万円 18,430百万円 17,504百万円

進　捗　率 33％ 76％ 105％ 144％ 181％

715百万円 1,889百万円 2,619百万円 3,600百万円 4,526百万円累計削減額
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５．５カ年（平成２２～２６年度）の達成状況

 （１）取り組み項目別の達成状況

Ａ：目標達成

… 「職員数の削減」のように、具体的な数値目標を達成しているもの。

数値目標はないが、目標に掲げた具体的な取り組み内容を実行に移したもの。

Ｂ：目標未達成

… 具体的な数値目標や目標に掲げた取り組み内容を達成することができなかったもの。

Ｃ：次計画に掲載

… スーパー改革プラン２０２０で引き続き取り組むもの。

合　　　　　　　計 69      59      10      48      38      

-         3        3        

10      

1        

-         

2        2        

（６）定員管理・給与等の適正化と職員の能力向上 10      9        1        8        7        

（７）市民協働の推進と市民とともに歩む市政の実現 6        6        

4        

-         

9        

（５）行政運営機能の強化 7        7        -         

（３）地方公営企業の経営の改革 4        4        -         2        

（４）簡素で効率的な行政運営 21      17      4        13      

項　　目　　区　　分

2        -         

（２）歳出の削減に向けた取り組み 10      7        3        10      7        3        

次計画に
掲載

目標達成
のもの

目標未達成

のもの

（１）歳入の確保に向けた取り組み 11      9        2        10      8        2        

取組事項数

A B C Cの内訳

目標達成 目標未達成
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 （２）具体的取り組み項目の達成状況

１　歳入の確保に向けた取り組み

1

担当

2

担当

3

担当

4

担当

5

担当

6

担当

7

担当

8

担当

超過課税適用と法定外税等
の導入の研究

国民健康保険料・介護保険
料の収納率の向上

各種使用料等の収納率の
向上

達成

達成

使用料及び手数料等の
定期的な見直しと新たな
使用料・手数料の導入

多様な広告媒体の活用等に
よる収入確保

わかりやすい寄附金制度の
周知・拡充

（２）収納率等の向上と受益者負担の適正化

課税客体の的確な把握と
市税徴収率の向上

適切な滞納整理・滞納処分
の実施

達成状況 取り組み内容及び成果
次計画に

掲載
取り組み事項名

（１）市税収入の確保と徴収率の向上

税務課

○達成

　税負担の公平性確保に向け、市税の過年度分にかかる滞納
整理・滞納処分を着実に実行し、目標とした累積滞納額の3
割削減を達成した。

○累積滞納額　652,879千円（削減率：37％）税務課

達成 ○

○

○

　多様な広告媒体の活用による民間広告掲載を進め、歳入確
保を図った。

達成 ○

　課税客体の的確な把握により適正な賦課を行うことで、自
主財源の確保に努めた。また、電話催告や臨戸徴収の強化、
口座振替への促進などの取り組みを推進するとともに、新規
滞納者の抑制に取り組み、目標徴収率を達成した。

○徴収率　全体 92.3％（目標：91.0％）
○口座振替加入率 31.6％（平成22年度比 2.4ポイント増）

（３）多様な財源確保の推進

○

　収納嘱託員による臨戸徴収を通じて収納率の向上を図ると
ともに、滞納者には滞納処分も視野に納付交渉を行い、保険
料負担の公平性確保に努めた結果、目標徴収率を達成した。

○国保徴収率　全体 85.1％（目標：77.0％）
○介護保険徴収率　全体 96.2％（目標：95.2％）

　軽自動車税、法人市民税について超過税率を適用してきた
が、平成26年度の税制改正に伴い、税率の見直しを行っ
た。
　また、先進自治体における超過課税の適用状況や法定外税
などの導入状況などについて調査を進めた。

　市営住宅使用料や保育所・幼稚園の保育料、住宅新築資金
等貸付金などの滞納額の生じている使用料について、悪質な
滞納者に対して訴訟を提起するなど徴収を強化し、収納率の
向上を図ったが、計画に掲げた市営住宅使用料の収納率
74.6％（全体）の達成はできなかった。

　使用料及び手数料等の定期的な見直しと新たな導入につい
て、オータムレビューや当初予算編成などを通じて検討を
行った結果、幼稚園預かり保育料や火葬場使用料などについ
て改定を行うとともに、職員駐車場の使用の有料化を実施し
た。

未達成

達成

　ふるさと納税について、制度の周知を図るとともに、記念
品の充実に努め、継続した「なるとファン」づくりを推進
し、また、寄附金の事業化を推進することでリピーターの確
保に努めた。

○達成

保険課

税務課

関係各課

財政課・関係各課

財政課・秘書広報課・関係各課

戦略企画課

○
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9

担当

10

担当

11

担当

保有財産の有効活用・
売却等の推進

債権管理体制の強化

市税滞納者に対する
行政サービス制限の拡大

（３）多様な財源確保の推進

（４）その他

取り組み事項名 達成状況 取り組み内容及び成果
次計画に

掲載

総務課・関係各課

財政課

税務課・関係各課

達成

　「市税の滞納がないこと」を要件とする制度や事業につい
て、市公式ウェブサイトを通じて公表することで、自主納税
の促進と税負担の公平性確保に努めたが、目標とした「制限
の拡大」には至らなかった。

－

未達成

達成
　土地建物の売却や貸付を推進するとともに、ヤフー株式会
社が運営する官公庁オークションを利用した不用物品等の売
却に努めることで、積極的な歳入確保を図った。

○

○

　債権管理を行う関係課による意見交換会を開催したが、債
権区分の明確化や専門職員の育成、個人情報の取り扱いなど
に課題が多く、目標に掲げた滞納整理業務の一元管理など、
具体的な債権管理体制の強化には至らなかった。
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２　歳出の削減に向けた取り組み

12

担当

13

担当

14

担当

15

担当

16

担当

17

担当

18

担当

光熱水費の削減

（２）他会計繰出金の抑制（特別会計の健全化）

（３）生活保護の適正実施と自立支援の充実

（４）投資的経費の重点化と縮減

（６）公共施設の長寿命化等の推進

介護予防事業の充実と介護
給付の適正化
（介護保険事業特別会計）

他会計繰出金の抑制
（特別会計の健全化）

生活保護の適正実施と
自立支援の充実

投資的経費の重点化と縮減

達成

社会福祉課

財政課・関係各課

財政課

土木課

　東日本大震災後の四国電力による電気料金の値上げの影響
から、電気・水道使用料の削減には至らなかったが、さまざ
まな省エネ・節電対策を実施し、平成２１年度比で約６.２％
の電気使用量の削減につなげた。

未達成

達成

未達成

達成

達成 ○

○

　広域避難場所への避難路に架かる橋梁の耐震化を進め、対
象地区の避難路確保人口率82.2％を達成した。
　また、平成25年度に橋梁長寿命化修繕計画を策定し、順
次、橋梁の長寿命化事業に着手した。

○

　予算編成方針において、マイナスシーリングを設定すると
ともに、予算編成過程を通じて、その意義・目的などを再確
認し、補助金の縮減に努めた。
　また、補助金の整理、合理化を行うことを目的とした、
「鳴門市補助金等見直しの手引き」を作製し、各所管課にお
ける自己チェックを促した。

達成

　オータムレビューや予算編成過程を通じて、投資的経費の
重点化と縮減に取り組むとともに、予算編成方針における単
独事業へのマイナスシーリングの設定、国・県の補助金や有
利な地方債などの有効活用に取り組んだ。

（５）その他の経費の縮減

補助金、負担金の整理合理
化等その他の経費の縮減

橋梁の耐震化・長寿命化の
推進

　オータムレビューや予算編成過程を通じて、各特別会計に
おける事務経費の削減を行うなど、一般会計からの繰出金の
抑制を図ったが、医療費や介護給付費の増大等により、結果
的に繰出金総額はふくらんだ。

　市実施の就労相談事業において、就労相談員の増員や相談
回数の増など、さまざまな対応を図ることで生活保護世帯の
自立を支援した。
　また、貧困の連鎖を防止するため、平成24年度から高校
進学等支援プログラムを実施した。

○

○

○

○

取り組み事項名

（１）光熱水費の削減

総務課・関係各課

長寿介護課

財政課・関係各課

次計画に
掲載

達成状況 取組内容及び成果

　ケアプランチェックやレセプト点検などの介護給付費適正
化事業を実施するとともに、総合型地域スポーツクラブ等と
の連携などによる介護予防事業の展開により、要介護認定率
の低位安定と給付費の適正化を図った。
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19

担当

20

担当

21

担当

公共建築物ストック
マネジメントの推進 未達成

　改築工事を行う第一中学校を除く全ての小中学校校舎につ
いて耐震化が完了するなど、非構造部材を含む学校施設の耐
震化を着実に推進した。
　また、公共施設全体の耐震化に向けた検討を進めたが、ス
トックマネジメントの手法による公共施設の整理・評価、老
朽施設の計画的な耐震化・長寿命化にまでは至らなかった。

○

（７）給与等の臨時的減額措置

関係各課

（６）公共施設の長寿命化等の推進

次計画に
掲載

人事課

人事課

○達成

　引き続き、市長25％、副市長15％、教育長・企業局長
10％の給与月額・期末手当の減額措置を行ったが、平成25
年度に開催した特別職報酬等審議会からの意見を受け、市長
10％、副市長7％、教育長・企業局長4％へ減額率の見直し
を行い、減額措置を継続した。

特別職の給与の減額

管理職の給料及び管理職
手当の減額 達成

　引き続き、部長級3％、課長級2％、副課長級1％の給料月
額の減額措置を行うとともに、平成25年7月から平成26年
3月までの間には、国からの給与カット要請を受け、全職員
を対象に2％の給料の減額措置を実施した。
　また、管理職手当についても30％の減額措置を行った
が、平成26年度より減額率を10％に改正し、継続した。

取り組み事項名 達成状況 取組内容及び成果

○
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３　地方公営企業の経営の改革

22

担当

23

担当

24

担当

25

担当

バス路線の再編について

ボートレース鳴門経営改革
アクションプランの策定・
推進

達成

取り組み事項名 達成状況

　平成22年度に中期経営計画を見直し、経営基盤強化に向
けた取り組みを推進するとともに、老朽管の布設替えや基幹
管路の耐震化、平草配水池の築造工事などの施設更新・設備
投資を着実に推進した。
　また、浄水場の更新に向けた調査研究を進めた。

ボートレース事業課

　運輸事業整理年次計画に基づき、市営バス事業の計画的な
事業整理に取り組み、平成24年度末をもって同事業を廃止
した。

－

－
　平成24年度末で廃止となった市営バスの路線について、
地域バス・民間バスを含めた路線再編を行い、地域の実情に
応じた公共交通体系の構築を図った。

取組内容及び成果

水道企画課

戦略企画課

達成

　平成22年度にボートレース鳴門経営改革アクションプラ
ンを策定し、外向前売発売所の拡張やボートピア土佐の私人
委託など、経営改革とサービスの拡充に取り組んだ結果、早
期の累積赤字解消と現金ベースでの黒字額の確保を達成し
た。

○

○

達成

（２）水道事業会計の経営健全化

（３）運輸事業会計の廃止

達成

水道事業中期経営計画の
見直しと推進

運輸事業会計の廃止

戦略企画課

（１）競艇事業会計の経営健全化

次計画に
掲載
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４　簡素で効率的な行政運営

26

担当

27

担当

28

担当

29

担当

30

担当

31

担当

32

担当

33

担当

34

担当

（２）アウトソーシングの推進等による効率化

総務課・秘書広報課

財政課・関係各課

財政課

文化交流推進課

取組内容及び成果達成状況

　ごみ収集車両2台と資源ごみ収集車1台をそれぞれ減車す
るとともに、ごみ収集車への2名乗車の試行やリサイクルプ
ラザの職員配置の見直しを行うなど、ごみ処理体制のさらな
る効率化に向け、さまざまな改善策を実施した。

　指定管理者制度を導入している他団体の状況について調査
するとともに、導入した場合の経費削減効果や導入時期など
について検討を行ったが、当初目標に掲げた「民間活力導入
の実施」には至らなかった。

クリーンセンター管理課

事務事業の抜本的な見直し

外部委託の推進と業務委託
の見直し等

達成

達成

市民参加の事業仕分けの
実施

公用自動車専任運転業務の
見直し

戦略企画課

戦略企画課

達成

（１）事務事業の見直し

次計画に
掲載

○

取り組み事項名

関係各課

行政評価制度の充実

指定管理者制度の活用と
適正な管理の確保

文化会館の管理運営方法の
検討

ごみ処理体制の効率化と
民間委託の検討

火葬場の管理運営方法の
検討

クリーンセンター廃棄物対策課

未達成

達成 ○

－

○

○

　各事務事業の進捗管理や予算編成過程などを通じて、外部
委託の検討・推進や仕様の見直しなどによる委託料の削減に
努めた。
　また、一部庁舎の清掃業務に長期継続契約を導入し、委託
料の削減を図るとともに、平成26年度より臨時職員等管理
システムを導入し、各課共通事務の効率化を図った。

　指定管理者制度導入施設の適正な管理を図るため、指定管
理者制度運用ガイドラインなどを策定するとともに、関係例
規の改正を行った。
　また、指定管理者の更新を迎えた施設について、有識者で
構成される選定委員会を設置し、適正な選定に努めた。

　平成24年度より文化会館の管理運営業務に指定管理者制
度を導入し、より利用者ニーズに沿った施設の管理運営を
図った。

－

－
　平成22年度に市民参加の事業仕分けを開催し、その後は
行政評価制度の外部評価として位置付け、｢27 行政評価制
度の充実｣へ統合した。

達成

達成
　内部評価を着実に実施するとともに、行政評価制度を充実
させ、より効果的なものとするため、市民等が参加する事業
評価を開催するなど、外部の視点による評価を推進した。

○

達成
　平成22年度をもって副市長車専任運転業務を廃止し、秘
書担当職員による副市長車運転業務を実施した。

○
　行政評価や予算編成過程、組織機構の見直しなどを通じ
て、各所属の事務事業の見直しや整理に努めたが、事務事業
の抜本的な見直しには至らなかった。

未達成
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35

担当

36

担当

37

担当

38

担当

39

担当

40

担当

41

担当

（４）組織・機構の簡素合理化

　平成24年度に新学校給食センターの基本理念や施設概要
などを取りまとめた基本構想を策定し、保護者や関係者に対
する説明会を開催するとともに、平成2６年度にはセンター
建設に向けた実施設計を策定した。
　しかしながら建設予定地の決定に時間を要したため、当初
目標に掲げた「平成27年度稼働」は達成できなかった。

（３）出先機関・公共施設・外郭団体の見直し

次計画に
掲載

未達成

－

－

○

○

　平成23年度から再任用職員を臨時職員に置き換え、経費
節減を図るとともに、連絡所事務の拡充と業務内容の周知を
図った。
　また、利用実態調査の結果を受け、開設時間の短縮や証明
書交付事務の委託など、連絡所の抜本的な見直しについて検
討を行った。

達成

（２）アウトソーシングの推進等による効率化

○

　組織のスリム化を念頭に置いた上で、職員数の削減や地方
分権などの動向を踏まえ、財政健全化や社会経済情勢の変化
に的確に即応できる簡素で効率的な組織・機構の構築を目指
すとともに、市民にわかりやすい組織づくりを推進した。

達成

－

取り組み事項名

－
　指定管理者制度の導入施設について、随時、利用状況など
の報告を求めるとともに、モニタリングを実施し、適正で効
率的な管理運営を行った。

達成

学校給食のあり方について

図書館の管理運営方法の
検討 達成

　図書館運営のさらなる効率化とサービス向上を図るため、
開館時間の延長（9時～19時）や新着本の貸出期間短縮など
に取り組むとともに、平成26年度よりNPO法人「ふくろう
の森」への図書館業務の委託範囲を拡大した。

達成状況 取組内容及び成果

公共施設の管理のあり方の
検証

地場産業振興センターの
あり方について 達成

　平成24年度をもって財団法人鳴門地域地場産業振興セン
ターを解散した。

連絡所のあり方について

公設地方卸売市場のあり方
について 達成

　公設地方卸売市場のあり方に関する方針を決定するととも
に、夜間に競りを行う夜市や、市民等に親しまれる市場まつ
り、夕市を開催し、活力ある市場運営に努めた。
　また、平成22年度の水産部卸売業者の廃業を受け、平成
24年度に水産部の廃止を行った。

簡素で機能的な組織・
機構づくり

人事課

教育総務課

図書館

市民課

農林水産課

関係各課

財政課・商工政策課
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42

担当

43

担当

44

担当

45

担当

46

担当

（５）その他

取り組み事項名 達成状況

○

取組内容及び成果
次計画に

掲載

学校教育課

子どもいきいき課

　市営住宅の維持管理コストの縮減を図るため、市営住宅長
寿命化計画を策定し、適正管理及び施設改善に努めるととも
に、維持管理住宅への住み替え勧奨や敷地の売却を進めた。
　目標に掲げた「現状に即した市営住宅の目標管理戸数の設
定」については、公共施設等総合管理計画の策定にあわせて
検討することとした。

○

情報化を活用した業務効率
化の推進 達成

　WindowsXPのサポート切れに伴うPC入れ替えに際し、
複数のパソコン、プリンターを共同入札することで、導入コ
ストや運用コストの抑制に努めた。
　また、住民基本台帳法の改正に伴う基幹業務システムのダ
ウンサイジングを実施するとともに、情報化投資の一元管理
体制の徹底を図った。

○

市営住宅のあり方について

保育所のあり方について

まちづくり課

未達成

鳴門の学校づくり計画の
推進について

市立鳴門工業高等学校の
再編について

学校教育課

情報化推進室・人事課・関係各課

　関係機関等と連携し、保育の質の向上や地域の特色や特性
を踏まえた幼稚園・保育所のあり方などについて検討を行っ
た。
　また、地域における子ども・子育て支援の基盤整備の基礎
となる「子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

達成

達成

　少子化の影響などから、子どもの数の減少とそれに伴う学
校（園）の小規模化が進行するなか、子どもたちにより良い
教育環境を整えるため、鳴門の学校づくり計画に基づき、学
校（園）の適正規模・適正配置に向けた再編に努めた。

○

－
　平成23年度をもって、鳴門市立鳴門工業高等学校を閉校
した。

達成
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５　行政運営機能の強化

47

担当

48

担当

49

担当

50

担当

51

担当

52

担当

53

担当

広域行政や共同処理の調
査・研究

達成状況

マネジメント機能の強化

入札制度の改善

取り組み事項名 取組内容及び成果

（１）施策・業務遂行能力の向上

新総合計画の策定と推進

次計画に
掲載

消防運営体制のあり方の
検討

戦略企画課

秘書広報課・戦略企画課

総務課

財政課

契約検査室

戦略企画課・関係各課

わかりやすい財政情報の
提供

情報公開制度の充実と
適正な文書法令事務の推進

（２）公正の確保と透明性の向上

（３）広域行政の推進・地方分権への対応

達成

　市民参画の機会を得ながら、総合計画策定委員会や総合計
画審議会などにおいて、検討・意見集約を行い、平成23年
度に第6次鳴門市総合計画を策定した。
　また、計画の周知を行うとともに、実施計画の策定や実績
の取りまとめ、行政評価の実施により事務事業の進捗管理を
行った。

－

○

－

　開示請求権を「何人」にも認めるなど、より利用しやすい
制度の実現に向け、関係例規の改正を行うとともに、適切な
公文書の開示を目指し、透明性の確保に努めた。
　また、ファイリングシステムの維持管理に努め、適正な文
書管理を図るとともに、法令遵守の意識啓発などに努めた。

　本市の重要施策などに対する意志決定を迅速かつ戦略的に
行うため、政策会議を設置・開催するとともに、部長会議を
通じた各部局の情報共有、連絡調整に努めた。
　また、組織目標の明確化や組織運営マネジメント力の向上
などを図るため、部長実行宣言を実施した。

達成

達成

－

－

　電子入札や物品等応募型指名競争入札を本格実施するとと
もに、建設工事などにおける制限付一般競争入札についても
実施・検証を行った。
　また、入札不調対策や、市内事業者の受注機会拡大に向
け、入札制度の改善に努めた。

達成

達成

　近隣自治体や共通の行政課題を持った関係自治体との広域
連携の現状や可能性について調査研究を行うとともに、徳島
県市長会などで議題として取り扱うなど、広域化に向けた働
きかけを行った。

○

達成

　市公式ウェブサイトに、「当初予算ができるまで（当初予
算編成過程）」を適時公開するとともに、当初予算や決算、
主要施策成果報告書、借金時計などを公開し、財政情報の提
供に努めた。

－
　隣接する板野東部及び板野西部消防組合との間で、「徳島
県北部地域の消防の在り方検討会」を発足させ、3本部によ
る事務の共同処理化、広域化などの自主的な検討を行った。

達成

消防総務課
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６　定員管理・給与等の適正化と職員の能力向上

54

担当

55

担当

56

担当

57

担当

58

担当

59

担当

60

担当

61

担当

次計画に
掲載

取り組み事項名 達成状況

特別職報酬等の見直し

人員配置の弾力化と
採用試験制度の見直し

特殊勤務手当の見直し

勤務実績の給与への反映

取組内容及び成果

時間外勤務の縮減

（２）給与制度等の適正化

（１）定員管理の適正化と人材の確保

○

－

人事課

人事課・関係各課

達成

　採用計画に基づく適切な採用人数を決定し、臨時職員や嘱
託員、再任用職員などを活用しながら、計画的な職員数の削
減を図り、目標としていた職員数622名を達成した。

○H27.4職員数
　 全　　体  617人（H22.4比137人減）
 　普通会計  544人 （H22.4比 99人減）
 　公営企業　 73人 （H22.4比 38人減）

職員数の削減

臨時・嘱託・再任用職員等
の活用と総数の抑制

行政委員報酬の日額化と
報酬額等の適正化について

人事課・関係各課

人事課

人事課

人事課

人事課

人事課

○

　各所属の時間外勤務状況を見ながら、適宜意識啓発などを
行うとともに、年次有給休暇の取得促進や勤務時間の割り振
り変更の活用、ノー残業デーの徹底を図ったが、時間外勤務
の縮減には至らなかった。

未達成

○

○

　正規職員数の削減を図る中、業務運営を適切に維持してい
くため、必要最小限の臨時職員や嘱託員、再任用職員を配置
するとともに、ALTなどの専門職員を配置し、行政サービス
の向上を図った。

○平成27年度臨時職員等（普通会計）
　　臨 時 職 員 193人（H22.5比16人増）
　　嘱　託　員   32人（H22.5比  5人増）
　　再任用職員   14人（H22.5比13人減）

達成

達成

　業務量の変動などに対応すべく、年度途中での異動を行う
など、弾力的な人員配置に努めるとともに、未来の市行政を
担う多様な人材を確保するため、採用試験制度の見直しを
図った。

　各行政委員の業務内容や業務量などの実態を把握し、報酬
額の適正化について検討を行い、教育委員会委員や選挙管理
委員会委員、公平委員会委員、監査委員の委員報酬について
減額改定を行った。

○

－

　特別職報酬等審議会に関する例規の改正を行い、同審議会
における審議対象を拡大するとともに、議員報酬や市長、副
市長等の給与などについて諮問し、その答申内容に基づく見
直しを行った。

達成

　特殊勤務手当について支給対象や支給基準などを見直し、
特殊勤務手当を25種から14種に削減するとともに、支給金
額の見直しを行った。

達成

達成

　人事考課制度の透明性や信頼性を確保するため、人事考課
結果の開示を実施するとともに、勤務実績を計る指標とし
て、功績表彰制度を試行的に導入し、勤勉手当への反映を
行った。

○

達成

- 31 -



62

担当

63

担当

次計画に
掲載

人事課

人事課

○

取組内容及び成果達成状況取り組み事項名

（３）人事制度の改善と職員能力の向上

人を育てる人事制度の推進

専門性を備えた職員の養成
と基礎的な職務能力の向上

○

　人事考課制度の公平・公正性、客観性を高めるため、人事
考課に関する説明会や研修を開催するとともに、人事考課結
果の開示を行い、人事考課制度の精度向上を図った。
　また、職員個人の能力や適性などを適切に判断し、女性職
員の職域拡大や管理職への積極的な登用に努めた。

　人材育成基本方針（第2次）に基づき、研修を計画的に実
施するとともに、平成24年度には分権時代に対応できる
「人財」の育成を定めた第3次『人財』育成基本方針を策定
した。
　また、専門知識や能力の修得、異なる行政体験の交流によ
る相互開発を目的に、各種外部研修機関への積極的な派遣を
行った。

達成

達成
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７　市民協働の推進と市民とともに歩む市政の実現

64

担当

65

担当

66

担当

67

担当

68

担当

69

担当

（２）市民とともに歩む市政の実現

達成

自治基本条例の制定と協働
のあり方のルールづくり

協働の担い手の育成・支援

市民との協働事業や
ボランティア活動の推進

－

－

　DV防止基本計画を含む「鳴門パートナーシッププランⅡ
（セカンド）ステージ」を策定するとともに、配偶者暴力相
談支援センター機能を持つ女性子ども支援センターを設置
し、相談体制の充実・強化に努めた。
　また、男女共同参画宣言都市を宣言するとともに、鳴門市
男女共同参画推進条例を公布し、男女共同参画社会の実現に
向けた気運の醸成に努めた。

達成

○

○

（１）市民協働の推進と新しい公共の創出

達成

　自治振興会、自主防災会、不法投棄監視パトロール隊など
との協働の取り組みや、道路アドプト事業、公園ボランティ
ア委託制度を維持・充実させるとともに、様々な主体との協
働事業の推進を図った。
　また、観光ボランティアや文化ボランティアをはじめ、
様々なボランティア活動に関する啓発・支援を図った。

○

達成 －

　自治基本条例を公布、施行するとともに、同条例及び協働
事例の周知に努めた。
　さらに、市民との協働を全庁的に推進するため、市民協働
推進本部を設置するとともに、行動指針を策定し、職場内研
修を実施するなど、協働のまちづくりに向けた職員の理解促
進と行動の実践を図った。

　自治振興会連携職員を配置するとともに、地域づくり事業
活性化補助金を活用した地域づくり事業を支援した。
　また、「WeLoveなるとまちづくり活動応援補助金」を創
設し、主体的にまちづくり活動に取り組む団体の活動促進と
経済的自立に向けた支援を行った。

達成

取り組み事項名 達成状況 取組内容及び成果
次計画に

掲載

人権推進課・関係各課

市民協働推進課

市民協働推進課・関係各課

市民協働推進課・関係各課

秘書広報課

達成

広報・広聴活動の充実と
市民提案制度の拡充

総務課・人権推進課・関係各課

各種審議会等の活性化

男女共同参画の推進

　「附属機関等の設置及び運営に関するマニュアル」を策定
し、審議会などの適切な設置・運営に努めるとともに、既存
の附属機関等の整理・検証を行い、「鳴門市附属機関設置条
例」を制定した。また、市政への市民参画促進に向け、各種
審議会における公募委員・女性委員などの登用を積極的に進
めた。

　広報モニターや市民からの意見を広報紙面づくりに反映
し、レイアウトの工夫など、読みやすい広報紙となるよう努
めた。
　また、テレビ広報では、タイムリーな情報をより提供でき
るよう更新期間を短縮し、動画の特性を生かしたわかりやす
い番組制作を心掛けた。
　さらに、市民提案制度や元気アップトークなどの実施を通
じ、市民の提案を市政に反映させる仕組みづくりに努めた。

- 33 -



６．取り組み項目一覧表

担当課名　 掲載ページ

H26実績 5カ年成果

１ 課税客体の的確な把握と市税徴収率の向上 ３Ｐ ２２Ｐ

２ 適切な滞納整理・滞納処分の実施 ３Ｐ ２２Ｐ

３ 超過課税適用と法定外税等の導入の研究 ３Ｐ ２２Ｐ

４ 国民健康保険料・介護保険料の収納率の向上 ３Ｐ ２２Ｐ

５ 各種使用料等の収納率の向上 ３Ｐ ２２Ｐ

６ 使用料及び手数料等の定期的な見直しと新たな使用料・手数料の導入 ４Ｐ ２２Ｐ

７ 多様な広告媒体の活用等による収入確保 ４Ｐ ２２Ｐ

８ わかりやすい寄附金制度の周知・拡充 ４Ｐ ２２Ｐ

９ 保有財産の有効活用・売却等の推進 ４Ｐ ２３Ｐ

１０ 債権管理体制の強化 ４Ｐ ２３Ｐ

１１ 市税滞納者に対する行政サービスの制限の拡大 ４Ｐ ２３Ｐ

１２ 光熱水費の削減 ５Ｐ ２４Ｐ

１３ 介護予防事業の充実と介護給付の適正化 ５Ｐ ２４Ｐ

１４ 他会計繰出金の抑制（特別会計の健全化） ５Ｐ ２４Ｐ

１５ 生活保護の適正実施と自立支援の充実 ５Ｐ ２４Ｐ

１６ 投資的経費の重点化と縮減 ５Ｐ ２４Ｐ

１７ 補助金、負担金の整理合理化等その他の経費の縮減 ６Ｐ ２４Ｐ

１８ 橋梁の耐震化・長寿命化の推進 ６Ｐ ２４Ｐ

１９ 公共建築物ストックマネジメントの推進 ６Ｐ ２５Ｐ

２０ 特別職の給与の減額 ６Ｐ ２５Ｐ

２１ 管理職の給料及び管理職手当の減額 ６Ｐ ２５Ｐ

２２ ボートレース鳴門経営改革アクションプランの策定・推進 ７Ｐ ２６Ｐ

２３ 水道事業中期経営計画の見直しと推進 ７Ｐ ２６Ｐ

２４ 運輸事業会計の廃止 １７Ｐ ２６Ｐ

２５ バス路線の再編について １７Ｐ ２６Ｐ

２６ 事務事業の抜本的な見直し ８Ｐ ２７Ｐ

２７ 行政評価制度の充実 ８Ｐ ２７Ｐ

２８ 市民参加の事業仕分けの実施 １６Ｐ ２７Ｐ

２９ 公用自動車専任運転業務の見直し １６Ｐ ２７Ｐ

３０ 外部委託の推進と委託業務の見直し等 ８Ｐ ２７Ｐ

３１ 指定管理者制度の活用と適正な管理の確保 ８Ｐ ２７Ｐ

３２ 文化会館の管理運営方法の検討 １７Ｐ ２７Ｐ

３３ ごみ処理体制の効率化と民間委託の検討 ８Ｐ ２７Ｐ

３４ 火葬場の管理運営方法の検討 ８Ｐ ２７Ｐ

３５ 学校給食のあり方について ９Ｐ ２８Ｐ

３６ 図書館の管理運営方法の検討 ９Ｐ ２８Ｐ

３７ 連絡所のあり方について ９Ｐ ２８Ｐ

３８ 公設地方卸売市場のあり方について ９Ｐ ２８Ｐ

３９ 公共施設の管理のあり方の検証 ９Ｐ ２８Ｐ

保険課

関係各課

財政課・関係各課

税務課

税務課

税務課

財政課

税務課・関係各課

総務課・関係各課

財政課・秘書広報課・関係各課

戦略企画課

総務課・関係各課

財政課・関係各課

財政課

土木課

長寿介護課

財政課・関係各課

社会福祉課

財政課・関係各課

財政課・関係各課

ボートレース事業課

水道企画課

関係各課

関係各課

人事課

人事課

図書館

市民課

農林水産課

クリーンセンター廃棄物対策課

クリーンセンター管理課

教育総務課

取り組み事項名
取組
項目

戦略企画課

戦略企画課

戦略企画課

総務課・秘書広報課

文化交流推進課

関係各課

戦略企画課
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H26実績 5カ年成果

４０ 地場産業振興センターのあり方について １７Ｐ ２８Ｐ

４１ 簡素で機能的な組織・機構づくり ９Ｐ ２８Ｐ

４２ 情報化を活用した業務効率化の推進 １０Ｐ ２９Ｐ

４３ 市営住宅のあり方について １０Ｐ ２９Ｐ

４４ 保育所のあり方について １０Ｐ ２９Ｐ

４５ 鳴門の学校づくり計画の推進について １０Ｐ ２９Ｐ

４６ 市立鳴門工業高等学校の再編について １６Ｐ ２９Ｐ

４７ 新総合計画の策定と推進 １１Ｐ ３０Ｐ

４８ マネジメント機能の強化 １１Ｐ ３０Ｐ

４９ 情報公開制度の充実と適正な文書法令事務の推進 １１Ｐ ３０Ｐ

５０ わかりやすい財政情報の提供 １１Ｐ ３０Ｐ

５１ 入札制度の改善 １１Ｐ ３０Ｐ

５２ 広域行政や共同処理の調査・研究 １１Ｐ ３０Ｐ

５３ 消防運営体制のあり方の検討 １２Ｐ ３０Ｐ

５４ 職員数の削減 １３Ｐ ３１Ｐ

５５ 臨時・嘱託・再任用職員等の活用と総数の抑制 １３Ｐ ３１Ｐ

５６ 人員配置の弾力化と採用試験制度の見直し １３Ｐ ３１Ｐ

５７ 特殊勤務手当の見直し １３Ｐ ３１Ｐ

５８ 勤務実績の給与への反映 １３Ｐ ３１Ｐ

５９ 時間外勤務の縮減 １３Ｐ ３１Ｐ

６０ 行政委員報酬の日額化と報酬額等の適正化について １４Ｐ ３１Ｐ

６１ 特別職報酬等の見直し １４Ｐ ３１Ｐ

６２ 人を育てる人事制度の推進 １４Ｐ ３２Ｐ

６３ 専門性を備えた職員の養成と基礎的な職務能力の向上 １４Ｐ ３２Ｐ

６４ 自治基本条例の制定と協働のあり方のルールづくり １５Ｐ ３３Ｐ

６５ 市民との協働事業やボランティア活動の推進 １５Ｐ ３３Ｐ

６６ 協働の担い手の育成・支援 １５Ｐ ３３Ｐ

６７ 広報・広聴活動の充実と市民提案制度の拡充 １５Ｐ ３３Ｐ

６８ 各種審議会等の活性化 １５Ｐ ３３Ｐ

６９ 男女共同参画の推進 １５Ｐ ３３Ｐ

６９
７
３
４

６２

人事課

情報化推進室・人事課・関係各課

財政課・商工政策課

戦略企画課

秘書広報課

総務課

まちづくり課

子どもいきいき課

学校教育課

学校教育課

消防総務課

人事課

人事課

財政課

契約検査室

戦略企画課・関係各課

人事課

人事課

人事課・関係各課

人事課

人事課

人事課

総務課・人権推進課・関係各課

人権推進課・関係各課

掲載ページ

市民協働推進課・関係各課

市民協働推進課・関係各課

秘書広報課

 ③ Ｈ２６取り組み事項数
　 　   うちＨ２４完了
　 　   うちＨ２３完了

 ② 取り組み完了事項数
 ① 全取り組み事項数

人事課

人事課

市民協働推進課

取組
項目

取り組み事項名 担当課名　
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